
【公共事業関係費】

【ダム事業】

（直轄事業等）

総便益
（億円）

長安口ダム改造事
業
四国地方整備局

400 757 409 1.9
本省河川局
治水課

（課長 関 克己）

鶴田ダム再開発事
業
九州地方整備局

460 620 401 1.6
本省河川局
治水課

（課長 関 克己）

【海岸事業】

（直轄事業）

総便益
（億円）

新潟海岸直轄海岸
保全施設整備事業
(金衛町工区・延
伸)
北陸地方整備局

195 1,261 133 9.5

本省河川局
砂防部保全課
海岸室

(室長 岸田弘之)

新規事業採択時評価結果一覧

Ｂ／Ｃ
担当課

（担当課長名）
総事業費
（億円）

事 業 名
事業主体

費用
（Ｃ）
（億円）

（財務省原案内示時点）

その他の指標による評価

便益（Ｂ）

便益の主な根拠

浸水面積：237ha
浸水戸数：3,810戸

・日本海側の最大都市である新
潟市の中心市街地の安全確保が
図られる。
・海水浴等の海浜利用の促進が
図られる。

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価
担当課

（担当課長名）便益の主な根拠

浸水戸数：約9,800戸
浸水面積：約2,000ha

・平成18年7月洪水では戦後最大
の洪水を記録し、2,347戸の浸水
被害が発生するなど、過去10年
間に４回の浸水被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により、既設
鶴田ダムの洪水調節機能の強化
を行い、基準地点川内におい
て、基本高水のピーク流量
9,000m3/sのうち、流域内の洪水
調節施設と合わせて2,000m3/s洪
水調節し河道において7,000m3/s
の洪水を安全に流下させる。

浸水戸数：約12,800戸
浸水面積：約5,300ha

・平成16年台風23号では戦後２
番目の洪水を記録し、200戸の浸
水被害が発生するなど、過去10
年間に10回の浸水被害が発生し
ている。
・当該事業を含めた河川整備計
画（予定)により、基準地点（古
庄）において戦後最大洪水規模
(S25 ジェ-ン台風)9,000m3/sの
うち、長安口ダムで500m3/s洪水
調節し、河道において8,500m3/s
の洪水を安全に流下させる。
・基準地点（和食）において、
流水の正常な機能を維持するた
めに必要な流量として、かんが
い期最大概ね32m3/s、非かんが
い期最大概ね14m3/sを確保す
る。

資料２


